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都市鉱山からつくる！
みんなのメダルプロジェクト

約5,000個のメダルを国民の
使用済み小型家電からつくる

都市に眠る金属「都市鉱山」を
活用する循環型社会づくりに貢献

日本の木材活用リレー

63自治体から借り受けた木材で
選手村の施設を建設し、

大会後に木材を各地で再利用

・国産木材を使い、林業再生や
森林保全に貢献

・再利用により環境負荷を低減
し、大会のレガシーに

資源管理 -資源を一切ムダにしない-

家庭から出るプラスチック等を
集めて表彰台をつくる

使い捨てプラスチック活用の
新しいモデルを国内外に発信

みんなの表彰台プロジェクト
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幹部と職員による「D&I宣言」への署名

「D&Iステッカー」による職員の意思表明

ダイバーシティ&インクルージョン（D&I）の推進

・幹部と職員による「D&I宣言」（2018年12月）をはじめ、職員がD&Iへの賛同
を表明できる仕組みを構築

・職場のセクシュアル・マイノリティへの取組を評価する「PRIDE指標」
において「シルバー」・「ベストプラクティス」を受賞（2018年10月）

「PRIDE指標」における受賞



持続可能性に配慮した調達の推進
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• 事業者の理解・取組を促進するため、調
達コードの解説やQ&Aを作成調達コードの普及

調達契約への導入

サプライヤー／ライセ
ンシーとのコミュニ

ケーション

モニタリング／
通報受付窓口の運用

• 組織委員会の調達の仕様書や契約書に
調達コードの遵守を記載

• チェックリストの提出やヒアリング等によ
り、サプライヤーやライセンシーの取組状
況を把握

• コンクリート型枠合板について現地調査を実施

• 通報受付窓口を設置・運用
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サプライヤー等とのコミュニケーションを通じて把握された状況

• コンプライアンスの重要性は浸透。多くの企業で行動規範や行動指針に類
するものを設定。

• 差別やハラスメントの禁止についても、就業規則への記載や、相談窓口の
設置に多くの企業が取り組み。

• 労働時間の管理については、ノー残業デーの設定や超過勤務時間が一定以
上の職員に対する警告などにより対応している例が多い。

• 労働組合がない企業においては、結社の自由や団体交渉権について積極的
に取り組めることがあまりないという意見も聞かれた。

• サプライチェーンの対応状況の確認や改善の働きかけはまだできていない
という事業者も多い。ただ、東京2020大会を契機にサプライチェーンの
持続可能性の取り組み状況の確認を始めようという事業者もあった。
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木材に関する現地調査

⚫ マレーシア及びインドネシアで、伐採現場や合板工場の状況を調査。

⚫ 現地では、生態系保全や地域コミュニティとの関係づくりを含め、持続可能な
森林管理に取り組んでいることを確認。

⚫ 労働安全対策や廃棄物処理等に関して一部課題が観察されたが、企業が自主的
に改善に取り組み。

＜課題の例＞

• 工場での保護具の着用が不十分

• 伐採キャンプで水の供給が不十分、居住スペースが狭い

• 薬品容器等が適切に回収・処分されていない
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調達コードに係る通報受付窓口

⚫ 組織委員会は、調達コードの不遵守について通報できる窓口を設置。

通報受付期間：2018年4月2日～2020年11月30日

通報手段：メール（ grievance@suscode.tokyo2020.jp ）または郵送

通報受付窓口で扱う対象：

• 東京2020組織委員会が調達する物品・サービス及びライセンス商品に関する
案件で、かつ、調達コードの不遵守に関する通報。

• ただし、他の紛争処理手続において係争中である場合など、一部扱わない場合
あり。
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通報受付窓口の対象案件

対象案件として以下のようなケースを想定。

• 東京2020組織委員会が調達する物品の製造に従事する従業員が３６協定
を超えて残業している。

• 東京2020組織委員会へのサービス提供に従事する従業員の賃金が最低賃
金未満となっている。

• 東京2020のライセンス商品の製造に際して発生した廃棄物が不法投棄さ
れている。
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通報に必要な情報

通報は、日本語または英語で、所定のフォームに記載して提出。迅速かつ効果的
に解決するために、できるだけ具体的な情報を記載いただく必要。

1. 通報者の氏名・住所・連絡先

2. 被通報者に関する情報（東京2020組織委員会が調達する物品・サービスま
たはライセンス商品が特定できる情報を含む）

3. 負の影響の内容

4. 調達コード不遵守の具体的事実及び該当する調達コードの条項

5. 調達コード不遵守と負の影響の因果関係

6. 通報者が期待する解決策

7. 被通報者との対話の事実

8. 他の紛争処理手続において係争中の案件、又は、本通報受付窓口業務におけ
る手続が行われている案件、に該当するか否か

9. 代理人の有無と授権の証憑
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通報処理の標準プロセス
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情報公開その他

⚫受け付けた通報の内容、処理手続の進捗状況、処理結果の概要について
はウェブサイトで公表。

⚫業務運用基準など関係文書は組織委員会ウェブサイトに掲載。

⚫東京都及び日本スポーツ振興センター（JSC）も、それぞれ通報受付窓
口を設置。
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通報の受付及び処理の状況

No. 通報内容 処理結果

1
建設現場において発生した労働災害について、共同調査の実施を
求める内容

対応を終了（組織委員会の調達案件
でない）

2
マレーシアの木材加工工場において、労働組合活動に参加した労
働者が不当に退職させられたという内容

対応を終了（組織委員会の調達案件
でない、他のメカニズムで係争中）

3
調達コードの「差別・ハラスメントの禁止」に抵触していると考
えられるという内容

対応を終了（組織委員会の調達案件
でない）

4
他機関による建設現場において調達基準に適合しない木材が使用
されている可能性があり、組織委員会は当該機関に調達基準を尊
重させる責任を果たしていないという内容

対応を終了（組織委員会の調達案件
でない）

5
他機関による建設現場において調達基準に適合しない木材が使用
されている可能性があり、組織委員会は当該機関に調達基準を尊
重させる責任を果たしていないという内容

対応を終了（組織委員会の調達案件
でない）

6 民間企業の商品に係る広告が誤解を招くと考えられるという内容
対応を終了（組織委員会の調達案件
でない）

7
地方自治体が調達した商品に関する苦情について、製造企業の対
応が十分でないという内容

対応を終了（組織委員会の調達案件
でない）

8
工場において、労働組合員が不法にロックアウトされるなど、労
働者の権利が侵害されているという内容

対応を終了（組織委員会の調達案件
でない、他のメカニズムで係争中）

9 労働者が会社から退職を強要されたという内容 処理開始に係る審査中

（2019年8月末時点）
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課題

⚫ 通報窓口の存在自体は徐々に浸透してきた感触があるものの、特に海外の
サプライチェーンへの周知は課題。引き続き様々なチャンネルで周知に取
り組み。

⚫ 通報時に必要な情報として、組織委員会の調達案件に関することが分かる
具体的な情報を求めているが、十分に記載いただけないことが多い。実際、
これまでのところ、すべて東京2020組織委員会が調達していない物品・
サービスに関する通報。窓口の対象範囲について引き続き周知。
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レガシーにつながる動き

⚫ ビジネスと人権に詳しい専門家のネットワークを中心に、「責任ある企業
行動及びサプライ・チェーン推進のための対話救済ガイドライン」を作成
する取組が進行中。

⚫ こうしたガイドラインを活用したグリーバンス・メカニズムの構築が国内
企業に普及していくことを期待。
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（１）啓発活動

→サステナビリティ・フォーラムの開催

（２）企業による取組事例の収集

→スポンサー企業の取組事例集を作成中

（３）企業向けの技術的支援

→国際労働基準を踏まえた調達活動を実践するための企業向けハンドブック
を作成中

（４）企業の理解促進のためのツールの頒布

→組織委員会にツール等の紹介ページを作成

ILOとの協力について



16



2019年9月18日

JALグループにおける
ジェンダー平等や
女性のエンパワーメント
の取組みについて

日本航空 人財戦略部

福家 智



©Japan Airlines, ALL rights reserved.

✈ 今日お話しさせていただくこと

1

１）私たちの企業理念・ビジョン、社会へのコミット

２）私たちの女性活躍やLGBTへの理解促進の取り組み
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✈ 今日お話しさせていただくこと

2

１）私たちの企業理念・ビジョン、社会へのコミット

２）私たちの女性活躍やLGBTへの理解促進の取り組み
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✈ JALグループ企業理念
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JALグループは、全社員の物心両面の幸福を追求し、

一、お客さまに最高のサービスを提供します。
一、企業価値を高め、社会の進歩発展に貢献します。
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✈ 事業を通じた価値の創造
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※ JALレポート2018より掲出

「全員が力を合わせて１機の飛行機を飛ばし」
お客さまと社会への提供価値を生み出す
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✈ 「大会ビジョン」と「調達コード基本原則」
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大会ビジョン

スポーツには世界と未来を変える力がある

全員が自己ベスト 多様性と調和 未来への継承

オリンピック・パラリンピック調達コード基本原則

地球温暖化や資源の枯渇、生物多様性の損失などの環境問題
人権・労働問題 不公正な取引

などを考慮に入れ、社会的責任を果たしていく

JAL Vision

世界のJALに変わります 一歩先を行く価値を創ります 常に成長を続けます
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✈ 調達コードの概要
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主な項目 内容

共
通
事
項

全般 ①法令順守 ②報復行為の禁止

環境

①省エネルギー ②低炭素・脱炭素エネルギーの利用 ③その他の方法による温室効果
ガスの削減 ④3R(Reduce/Reuse/Recycle）の推進 ⑤容器包装等の低減
⑥汚染防止・化学物質管理・廃棄物処理 ⑦資源保全に配慮した原材料の採取
⑧生物多様性の保全

人権
①国際的人権基準の遵守・尊重 ②差別・ハラスメントの禁止 ③地域住民等の権利侵
害の禁止 ④女性の権利尊重 ⑤障がい者の権利尊重 ⑥子どもの権利尊重
⑦社会的少数者の権利尊重

労働
①国際的労働基準の遵守・尊重 ②結社の自由・団体交渉権 ③強制労働の禁止
④児童労働の禁止 ⑤雇用及び職業における差別の禁止 ⑥賃金
⑦長時間労働の禁止 ⑧職場の安全・衛生 ⑨外国人・移住労働者

経済
①腐敗の防止 ②公正な取引慣行 ③紛争や犯罪への関与のない原材料の使用
④知的財産権の保護 ⑤責任あるマーケティング ⑥情報の適切な管理
⑦地域経済の活性化

主な項目 内容

物品毎の個別基準 木材・農産物・畜産物・水産物・紙・パーム油
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2019年7月
JALグループ行動規範「社会への約束」を制定

・人権の尊重と多様性
属性による差別をすることなく
多様性を尊重する

・働きがいにあふれる労働環境
心身共に健康で安全な働きがいに
あふれる職場環境をつくる

✈ 社会へのコミット －行動規範

【行動規範 「社会への約束」】
①安全
②お客さま満足の追求
③ステークホルダーからの信頼
④一人ひとりの尊重と働きがい
⑤社会の一員としての使命と責任
⑥豊かな地球を次世代へ
⑦公正な事業活動
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2019年8月
JALグループ人権方針を制定

✈ 社会へのコミット －人権方針

【人権方針】
・あらゆる人々の人権を尊重
属性による差別の禁止

・人権デューデリジェンスの
実施

・情報開示、社会との対話
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✈ 今日お話しさせていただくこと
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１）私たちの企業理念・ビジョン、社会へのコミット

２）私たちの女性活躍やLGBTへの理解促進の取り組み
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✈ 女性活躍推進の取組みステップ

対象者

“働く“
を支援

少数 多数

フェア・少数

ケア・少数

フェア・多数

“休み“
を応援

ケア
施策

フェア
施策

職場

配偶者転勤
同行休職

短時間勤務

ﾍﾞﾋﾞｰｼｯﾀｰ補助

男性育児
休暇・休職

ﾌﾚｯｸｽ勤務

情報提供ｻｲﾄ本人

時間年休

ﾒﾝﾀリング

託児所提携

上司研修
上司面談

復職ｻﾎﾟｰﾄ

異動運用

評価制度見直し

人事機能強化

長時間労働是正

テレワーク

育休3年

育休期間変更

ｷｬﾘｱ教育 評価者研修

産休6,8,10週

ケア・多数

勤務時間変更

2

不妊治療休職

経験者
再雇用

海外企業
就業研修

パパ・ママ カフェ

社内ビジネス
コンテスト

「休む」を応援 → 「働く」を支援へ
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社内の体制整備

社外イベントへの参加

企業表彰への応募

社内における理解促進

同性パートナーに関する細則を新設。
異性と法律上の結婚をしている社員（その配
偶者と家族）に対して適用される社内制度を、
会社の定める同性パートナー登録を行った社
員（そのパートナーと家族）にも適用。

「東京レインボープライド2019」へ参加

2016年設立の”PRIDE指標”において、
3年連続で「Gold」を獲得。

グループ社員を対象として
eラーニングや当事者の方と直接意見交換
できる研修を実施。

＜研修受講後に社員へステッカーを配布＞

LGBTチャーターの運航

本邦初のチャーター便とし
て19年8月に羽田発沖縄行
にて運航。

✈ LGBT理解に関する取組み
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第３回東京2020-ILO サステナビリティフォーラム

より良い未来へ、ともに進もう。
東京2020大会をディーセント・ワーク実現のためのゲーム

チェンジャーに

連合の取り組み

～2020東京オリンピック・パラリンピック競技大会の成功に向けて ～

2019年9月18日
日本労働組合総連合会

逢見 直人 連合キャラクター
ユニオニオン



連合は、貧困や格差、差別の問題が国際社会の平和と安定を脅かす一因となって
いることを踏まえ、東京2020大会が「公正」「社会連帯」「社会的包摂」といった
価値観を尊重し、開催後の「次の時代に誇るべきヒューマンレガシーを残せる大
会」となるべきと考え、 連合内にＰＴを立ち上げるとともに取り組み方針を策定し、
東京2020大会の成功に向けた労働組合としての役割発揮に努めている。

１．2020東京オリンピック・パラリンピック準備検討ＰＴの立ち上げ
2020東京オリンピック・パラリンピックにむけた組織委員会が立ち上がり、連

合会長と連合東京会長が顧問として就任。顧問としての役割をサポートするとと
もに、関連する情報収集・共有化や他組織との人的つながりの開拓を行い、労働
組合としてどのような役割発揮をすべきかを検討することを目的に、2014年10月
に立ち上げた。

２．2020東京オリンピック・パラリンピック競技大会の
開催に向けた連合の取組方針の策定
連合は、働く者・生活者の立場から、2020東京オリンピッ ク ・パ

ク・パラリンピック競技大会（以下、「東京2020大会」）の
成功に向けて、大会準備における労働者の権利保護や大会の
開催に向けた政策課題への対応、パラリンピック競技大会へ
の参加協同の取り組みを進めるため連合としての対応方針を
策定した。
（その１：2018年6月28日、その２：2018年11月15日）
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Ⅰ．連合の取り組み ／ ＰＴ立ち上げと取組方針策定



１．組織委員会の「持続可能性に配慮した調達コード」の策定に参画

大会関係施設の建設・工事、使用器具などの調達、警備を含む運営業務などの
大会準備のサプライチェーンにおいて、関係する労働者の権利を守るため、労働
基準や人権を基本原則の一つとして位置付けるように主張してきた。

２．調達コードの周知徹底

調達コードには、国際的な人権・労働基準の遵守・尊重など労働者の権利を守
る内容が記載されており、組織委員会が作
成した解説資料の案内などの広報活動を展
開している。2018年12月に発刊した連合広
報誌「月刊連合 NO.363」では、東京2020                                     
大会組織委員会を紹介し、通達コードや通
報窓口を周知した。

３．通報受付窓口設置への対応

組織委員会の通報受付窓口で受理した調
達コード不遵守に関する案件の調停にあた
り、中立性・公平性を高めるための助言委
員会の委員候補として郷野ILO理事が参加

している。
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Ⅱ．具体的な取り組み



４．安全衛生対策などに関する対応

オリンピック・パラリンピック施設の建設現場における安全対策を強化するために、
厚生労働省「大会施設工事安全衛生対策協議会」への意見反映や政府への大会施設工
事の安全衛生に関する要請を行っている。なお、協議会には、篠原森林労連委員長が
参加している。

５．東京2020大会への観客誘致、運営体制構築

(1)パラリンピックの成功に向けた観客誘致の取り組み

東京2020大会の成功は、オリンピック閉会後のパラ
リンピックに懸かっていることから、全会場を満員に
するために観戦チケットなどの利活用をはかるととも
に、組合員の関心拡大・参加協働を目的としたシンポ
ジウムを開催する。
なお、第1回シンポジウムは、「大会時の交通輸送円
滑化」「パラスポーツ競技のルールと選手の認知」
「パラスポーツの応援強化」などをテーマに開催し、
北京・ロンドン・リオデジャネイロパラリンピック
代表の多川知希さんにも登壇いただいた。
（開催日：2019年1月18日）

(2)都市ボランティア参加への取り組み

団体ボランティア導入などの体制づくり、人材育成、組合員への関心拡大、都市ボラ
ンティア参加などを可能とするような休暇制度の拡充に向けて取り組みを進めている。

4



６．東京2020大会担当国務大臣への要請

連合は、働く者や生活者の立場から、大会準備における
労働者の権利保護や大会の開催に向けた政策課題への対応、
パラリンピック競技大会への参加協働などに取り組んでい
ることから、「持続可能性に配慮した調達コードの周知徹
底と遵守」「労働者の安全と健康を守るための措置」「円
滑な競技運営および安全で快適な市民生活の確保」「東京
2020大会の観客誘致の促進」などについて担当大臣への要
請を実施した。

（実施日：2017年8月31日、2018年8月30日、2019年8月9日）

７．都市鉱山からつくる！みんなのメダルプロジェクトの取り組み

東京2020大会組織委員会には、連合本部と連合東京も顧問として参画しており、
メダルプロジェクトに積極的に協力して
いくことを判断した。連合東京は、プロ
ジェクトの事業協力者であるＮＴＴドコ
モ、日本環境衛生センターと協力して事
務所に回収箱を設置するとともに、構成
組織・地方連合会を通じて組合員に協力
を呼びかけ、回収箱の設置を進めた。
なお、連合本部の１階にも回収箱を設置
した。

5



6

さいごに

連合東京「2020大会 都市ボランティア」
キックオフミーティング（2019年5月11日）

月刊連合「2020TOKYO “人をつなぐ 夢をしなぐ“パ
ラリンピックものがたり」（2018年～連載中）

連合は働く者・生活者の立
場から、東京2020大会の成

功と次の時代に誇るべき
ヒューマンレガシーを残せる
大会となるようにさらなる取
り組みを展開します！



ASSC報告「労働CSRの現場での実践に向けて」

2019年9月18日

一般社団法人ザ・グローバル・アライアンス・フォー・サステイナブル・サプライチェーン
（ASSC；アスク）

代表理事 下田屋 毅

1

第3回東京 2020-ILOサステナビリティフォーラム・フォーラム

© 2019 The Global Alliance for Sustainable Supply Chain



ビジョン

➢サプライチェーン上の課題解決に寄与するスペシャリスト集団になる

ゴール

➢人権および労働者としての権利を尊重した持続可能な経済社会の構築と、その推
進に向けた、素地を醸成すること

ミッション

➢地球環境をより良くすること

➢サプライチェーン上の人権、労働者の権利の課題を解決すること

➢企業の価値向上に寄与する活動を支援すること

© 2019 The Global Alliance for Sustainable Supply Chain 2



マ
テ
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ア
リ
テ
ィ
特
定 事業影響範囲の特定

ESGデスクリサーチ
※ステークホルダーサーベイ

NGOヒアリング

課題特定

課題優先順位付け

報告書作成

人
権
デ
ュ
ー
デ
リ
ジ
ェ
ン
ス ASSC+RightDD

デスクリサーチ

NGOヒアリング

オンサイトサーベイ

報告書作成

サ
ス
テ
ィ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
・
C
S
R
調
達

方針作成

調達基準書作成

評価ツール作成

マネジメントシステム構築

実態調査・監査

ASSC SAQ

Eco Vadis

データベース構築

Audit/Assessments

キ
ャ
パ
シ
テ
ィ
ビ
ル
デ
ィ
ン
グ イニシアティブ創設・運営

ASSC Worker’s Voice

ASSC APP.

ASSC 研修・トレーニング

E-Learning

(他団体との連携)

BCI

Textile Exchange

Mekong Club

© 2019 The Global Alliance for Sustainable Supply Chain 3



© 2019 The Global Alliance for Sustainable Supply Chain 4

NGO’sヒアリング・オンサイトサーベイ・SAQ・実態
調査（監査）等

1. 取引先の組織
➢ ヒエラルキー型・フラット型・ネットワーク型・

ティール型
（組織型によって、労働者の状況が変わ
る）

2. デスクリサーチ（SAQ・帳票類の確認を含む）
と状況の齟齬
➢ 労使双方の意見の把握と齟齬

3. 労働環境改善の状況
➢ ステークホルダーの取り組み

企業へのサプライチェーン・CSR調達に対
する要請

1. 国連ビジネスと人権に関する指導原則

2. ILO憲章

3. OECDガイドライン

4. 国際NGO等からの要請

労働者の声が取り入れられ、サステナビリティに配慮された
企業活動が促される組織の醸成が、強く望まれている。
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AWV・電話（施設外）からの通報

労働者の声
1. 法制度・ガイドラインの確認

① 労働者が理解していない
② 会社側の説明不足

2. 会社側への声
① 労働条件
A) 給与への不満
B) 有給取得について
C) 労働時間に関して
D) 強制帰国事案¹

3. 個人的な相談
① 同僚との問題

¹国内での技能実習制度に関わる問題にて対応

実態調査・監査インタビュー

労働者の声
1. 法制度・ガイドラインの確認

① 労働者が理解していない
2. 会社側への声

① 労働条件
A) 概ね良好

3. 個人的な相談
① 同僚との問題
A) 概ね良好

労働者が安全に問題点を話せる環境を作ることが必要
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海外サプライチェーンの問題

1. 労働条件に関して
① 雇用契約書・労働条件の無通知
② 長時間労働
③ 時間外割増の不足

2. 移民労働に関して
① パスポート・身分証明の保管
② 長時間労働
③ 賃金の不足（最低賃金未達）
④ 手数料の支払い

3. 労働安全衛生
① 危険な作業場
② その他

国内サプライチェーンの問題
1. 労働条件に関して

① 雇用契約書・労働条件の無通知
（口頭のみでの通知が多い）

② 長時間労働
③ 年間休日の不足

2. 移民労働に関して
① パスポート・身分証明の保管
② 長時間労働
③ 賃金の不足（最低賃金未達）
④ 手数料の支払い

3. 労働安全衛生
① 危険な作業場
② その他

海外・国外においては、程度は違うが指摘事項は同様
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サプライチェーンの課題に対しての活動

1. 課題の理解と情報収集

① Websiteの活用
A) ILO国際労働機関
B) 国際NGO等

② 現状把握
A) イニシアティブへの参加
B) SAQ・実態調査・監査
C) 労働者・NGOとのヒアリング

2．課題解決策への取り組み

① サプライヤー向け
A) SAQ・実態調査・監査で把握した課題の是正勧告
a. 個社向けツール
b. 集合研修

B) 継続的なモニタリング（SAQ・実態調査・監査）
C) 労働者の声を拾い上げること
a. グリーバンスメカニズムの導入
b. 労働組合・NGOとのダイアログ

D) イニシアティブへの参加
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まとめ・・・・

1. 考えるよりも活動を実施するフェーズに突入
① 国際NGO・国際報道を見ても名指しで問

題をしてくることが多く散見される

2. 見せ方よりも真摯な活動が評価される
① イニシアティブへの参加
A) 協働プロジェクト
B) ディスカッションへの参加

② 国際機関との協働プロジェクト参画

３．ダイアログの実践
① イニシアティブへの参加
② 労働組合・NGOなどとの対話
③ 労働者からの声（ヒアリング→ダイアログ）

4．上記すべてを整理した活動



ご清聴ありがとうございました。

一般社団法人ザ・グローバル・アライアンス・フォー・サステイナブル・サプライチェー（ASSC；アスク）

代表理事 下田屋 毅

Website：http://g-assc.org/

問い合わせ：(e-mail) info@g-assc.org (TEL) 044-982-1967



日本女子体育大学教授
スポーツ社会学者
バルセロナオリンピック銀メダル柔道

溝口紀子

スポーツ用品産業における
ディーセントワーク創出における課題

-アスリートの「無関心」を「関心」に変えるために -



オリンピアンとして



顔が見えるスポーツ用品の提供

サプライチェーン

選手ブランド企業



職場における暴力とハラスメント

国際労働基準

2019年の暴力・ハラスメント条約（第190号） ・勧告（第206号）

Tokyo, 2019.9.18



CONVENTION No.190 and

RECOMMENDATION No. 206

「2019年の暴力・ハラスメント条約（第190号） 」及び付随する同名の勧
告（第206号） の採択

セクハラやパワハラなど、職場における暴力やハラスメントは、「ディー
セント・ワーク(働きがいのある人間らしい仕事)」を目指すILOの任務の
根幹に係わる重要な問題

「人権侵害または虐待となり得、平等な機会に対する脅威であり、許容
できず、ディーセント・ワークと相容れない」と認識

これを直接取り上げた初の国際労働基準

https://www.ilo.org/ilc/ILCSessions/108/reports/texts-adopted/WCMS_711570/lang--ja/index.htm
https://www.ilo.org/ilc/ILCSessions/108/reports/texts-adopted/WCMS_711575/lang--ja/index.htm


WHAT

IS ADDRESSED?
暴力とハラスメント(嫌がらせ）

単発的か反復的なものであるかを問わず、身体的、精神的、性的又は
経済的害悪を与えることを目的とした、又はそのような結果を招く若しく
はその可能性のある一定の許容できない行為及び慣行またはその脅
威であり、ジェンダーに基づく暴力及びハラスメントを含むものと定義

✓ 加盟国に対しては「断固して容認しない一般的な環境」を全面的に整
備する責任があることに改めて注意を喚起



WHO
DOES IT INVOLVE?

対象： 契約上の地位にかかわらず、あらゆる労働者及び従業員
を保護することを目指す

• 研修中の人やインターン、見習い実習生
• 雇用契約が終了した労働者
• ボランティア
• 求職者や求人広告への応募者

さらに、「使用者の権限、義務、責任を行使している個人」も暴力
やハラスメントの対象になり得ることを認めている





WHERE AND WHEN
DOES IT OCCUR?

暴力やハラスメントの発生場所

職場内のみならず、

• 支払いを受ける場所や休息・休憩、食事をとる場所

• 洗浄・衛生設備や更衣設備を用いる場所、

• 出張中や研修中

• 仕事関連の行事・社交活動中

• 仕事に関連した通信・コミュニケーションの過程

• 使用者の提供する宿泊設備

• 通勤中

も含むものと規定されている



WHAT
IS ADDRESSED?

ジェンダーに基づく暴力とハラスメント

Violence and harassmentViolence and harassment directed at persons because of their sex 

or gender,

Violence and harassment directed at persons because of their sex 

or gender, or affecting persons of a particular sex or gender 

disproportionately, 

性、またはジェンダーを理由として、直接個人に対して行われる暴力や
ハラスメント(嫌がらせ）
または、
特定の性またはジェンダーに不均衡な影響を及ぼす、暴力やハラスメン
トをさし、性的嫌がらせを含む

✓ ジェンダーに基づく暴力は女性と女児に不均衡な影響を与える
✓ その根本的な原因とリスク要因への取り組みが、不可欠



➢ Convention No.190 concerning the elimination of violence

and harassment in the world of work

➢ Recommendation No. 206 concerning the elimination of

violence and harassment in the world of work

SOURCES

https://www.ilo.org/wcmsp5/groups/public/---ed_norm/---relconf/documents/meetingdocument/wcms_711570.pdf
https://www.ilo.org/wcmsp5/groups/public/---ed_norm/---relconf/documents/meetingdocument/wcms_711575.pdf


補足資料



グローバル・ダイアログ・フォーラム
スポーツの世界におけるディーセント・ワーク
(ジュネーブ, 2019年１２月3-5日)

• ILOがスポーツを仕事の一形態として扱う、初の会合

• スポーツの選手組合や団体協約の数が近年増加、ならびにスポー
ツ産業の経済的重要性の高まりは、同トピックを議論する重要性を
示す。

• いくつかの顕著な問題は、社会対話、労働安全衛生（傷害、ドーピン
グ、暴力）、男女平等、そしてスキルと社会的保護（スポーツ選手とし
て活動した後の人生・生活）



ディーセント・ワークの実現
した社会に向けて

2019年9月18日

ILO労働者側理事・連合

郷野 晶子

第3回サスティナビリティ・フォーラム
より良い未来へ、ともに進もう
東京2020大会をディーセント・ワーク実現の
ためのゲームチェンジャーに

1



オリ・パラとCSR推進の動き

 2004年 アテネ・オリンピック Play 

Fair at the Olympics Campaign

サプライチェーンの劣悪な労働条件が
注目される

ILOの努力により、 7 スポーツメーカー

とラウンドテーブル討議。議題は「アテネ
から北京までの工程表」
スポーツメーカの労働CSRに対する意
識は急速に向上

 2012年ロンドン・オリンピックでは苦情
処理メカニズムを導入
11件の苦情申し立て、うち９件受理、

７４の解決処理を行う

週45時間の強制

残業に対する
キャンペーン
（2004）

2012 ロンドン
オリンピック 報告書

2



ディーセント・ワーク実現の問題点

発展途上国

➢ 社会対話の欠如

➢ 弱い組合/労働者の権利に関する知識不足

➢ 経営者の労働者の権利に関する知識不足/反組合的態度

日本

➢ 海外の子会社及びサプライチェーンへの基本的労働組合権適用に関する意識の欠如

（安全衛生面）

➢ Eｘ. 建設現場での法規規則違反

3



サプライチェーンのディーセント・ワーク

日系企業/組合の課題

➢ 労使ともに、海外の子会社への労働条件に責任を持つとの意識が薄
い

➢サプライチェーンへの責任ついては、さらに意識は薄い

➢企業として価格競争とサプライチェーンのディーセント・ワークのバランス
の維持は課題

4



ディーセント・ワークに向けた組合及びILOの役割

組合の役割

➢多国籍企業の組合は、海外の子会社の労働条件についても適正なものか
チェックする

➢企業の購買慣行をチェックする（サプライチェーンにおける基本的労働組合権）

➢GFA（国際枠組み協定）の締結への努力

ILOに期待する役割

➢ILO多国籍企業宣言に基づき、技術援助（労使への情報伝達）

➢社会対話の促進

➢中核条約の批准促進（ex.第87号条約 タイ、マレーシア）
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ディーセントワーク2020年以降への展望

➢多様化する社会への対応

インダストリー4.0、AI等技術の進歩、これに伴う雇用の在り方、人口動
態の変化、増加する外国人労働者（外国人労働者の組織化）

➢仕事の未来に向けたILO創設100周年記念宣言の活用

6



2019年9月18日

東京都都市整備局 小松弘尚

スムーズビズについて



◆大会の成功には、円滑な輸送の実現と経済活動の維持との両立が重要

大会時の交通混雑緩和はもとより、大会のレガシーとして、
新しいワークスタイルや企業活動の東京モデルの確立を目指す

スムーズビズについて



【一般道路】２０２０年７月３１日（金）７時～８時 【鉄道】２０２０年７月３１日（金）８時～９時

◆何も対策をとらないと道路や鉄道が混雑し、生活や企業活動に影響

大会時の交通混雑について

テレワーク、時差出勤、物流の工夫など、
一人一人の「スムーズビズ」への参加、協力が必要



テレワークについて

◆東京2020大会時の交通混雑緩和に重要な役割

◆ICTを活用した時間や場所にとらわれない柔軟な働き方

※従業員30人以上の都内企業

◆生産性の向上、多様な人材の活躍

2017年度

6.8％
2018年度

19.2％ 35％
東京2020大会開催前

テレワークとは

テレワークの効果

都内企業のテレワーク導入率

テレワーク導入を加速する取組

◆具体的導入の後押し

◆広報や働きかけによる導入への誘導

コンサルティング
はじめてテレワーク 等

2019年度

25.1％



時差ビズについて

◆満員電車の混雑緩和は､社会の生産性向上のための
重要な課題の1つ

◆オフピーク通勤者への特典付与、臨時列車の増発、
混雑の見える化などによる分散誘導を実施

時差ビズとは

鉄道事業者の取組

◆通勤時間をずらすことによって、満員電車の混雑緩和と、
働き方改革を促進する「快適通勤ムーブメント」を促進

◆時差出勤､テレワークなどオフピーク
通勤に資する働き方の実践を依頼

企業等への呼びかけ



説明会や個別コンサルティングによる作成支援

◆大会輸送影響度マップ（道路、鉄道、ラストマイル）

◆大会輸送やスムーズビズに関する最新情報をメールマガジンで提供

2020TDM推進プロジェクトについて

◆東京2020大会成功に向け、円滑な大会輸送と
経済活動維持との両立を図ることを目的

◆2018年8月、都、国、組織委員会が事務局となり発足
◆企業の皆様にアクションプラン（行動計画)作成をお願い

2020TDM推進プロジェクトとは

◆2019年度は、説明会約300回開催、

アクションプラン作成のための個別コンサルティングを3,600回程度実施予定
（※利用にはプロジェクトへの参加登録が必要）

ホームページやメールマガジンでの情報提供

ご登録はHPより
お願いします！



大会に向けたスムーズビズの取組例

テレワークの実施

時差出勤の実施

計画的な休暇の取得

会議やイベントの実施時期・場所変更 など

人
の
動
き

モ
ノ
の
動
き

配送ルート・配送時間の変更

納品・発注時期の前／後倒し

同業種や近接エリアでの共同物流の実施

など



スムーズビズの展開（スムーズビズ推進期間）

チャレンジウィーク(7/22～26)､コア日(7/24)

集中取組期間① （7/22～8/2）

東京2020大会を契機として、
新しいワークスタイルや企業活動を東京のレガシーに…



ILOジュネーブ本部企業局多国籍企業ユニット

荒井由希子

TOKYO, 2019.9.18

ディーセント・ワークの実現した社会に向けて



ILO多国籍企業宣言は、「予防」と「改善」の両方のアプローチを採用して、グロー
バル企業による労働者の権利の尊重を強化しています。

「予防」アプローチ

1. 成熟した労使関係の促進

2. 国内法とその執行 ＊政府の役割

3. 企業が実施するデューデリジェンス：

4. 政労使（＋必要に応じて多国籍企業）間

の社会対話のメカニズム

5. 投資、貿易、並びにグローバルサプライ

チェーン上の本国と受入国の間の対話

(ホーム・ホスト国間政策対話）

「改善」アプローチ

国際労働基準の適用監視メカニズムに加

えて、

1. ILOの技術援助

2. 協力的な関係を築きながら問題に対

処していく対話メカニズム

•各国担当窓口（ナショナル・フォー

カルポイント）

3. 企業・労組間対話

4. 解釈手続

多国籍企業宣言の運用ツール



o技術協力プロジェクト(主なもの）
• ベトナム電子産業、パキスタンスポーツ産業におけるMNED プロジェクト
• アジアにおける責任あるサプライチェーン・プロジェクト
• ベターワーク・プログラム
• SCOREプロジェクト

oビジネスのためのILOヘルプデスク

o新しい企業とのエンゲージメント形態として、プライベート・パブリック・
パートナーシップ (PPP)

o ILOのグローバルなプレゼンスを通じたエンゲージメント
• 日本企業の海外進出先に存在するＩＬＯ事務所・プロジェクト

o東京2020-ILOパートナーシップ

日本企業とのエンゲージメント（２０１４～）



https://tokyo2020.org/jp/games/sustainability/humanrights/ilo/

https://tokyo2020.org/jp/games/sustainability/humanrights/ilo/


国際労働基準や持続可能性に配慮した調達についての理解や実践を
促進するツール開発

1. ハンドブック
• 対象：大会パートナー企業、サプライヤー、ライセンシー及びそれらのサプラ
イチェーンの事業者

• Tokyo2020調達コード（特に「労働」と「人権」分野）の取組みを進める上での
参考にしていただくことを目的

• 労働デュー・デリジェンスを実施する上での留意点など企業へのヒントとなる
ポイントを含む

• 東京大会の調達に関与しない事業者にも幅広くご活用いただけるものになって
いる

2. 取組み事例集
• 大会パートナー企業のディーセント・ワーク推進に関する取組み事例集

‘Fair Play: Decent Work for All through the 2020 Games’



国際労働基準と持続可能性に配慮した調達 [ハンドブック]
～東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会を契機とするディーセント・ワー
クの実現に向けて～

第２章：国際労働基準に則った持続可能なサプラ
イチェーン・マネジメントの実施
1. 持続可能なサプライチェーン・マネジメントと労働
者の権利
2．コミュニケーションの重要性
2-1 サプライヤーとの対話・コミュニケーション
2-2 サプライヤーの経営者、労働者との対話、コ
ミュニケーション
3．人権・労働リスクの評価
４．調達管理者が確認すべきことは何でしょうか？
5．サプライチェーンの管理プロセスとは
6．現場の労働安全衛生の確認
7．労働問題に関する第三者との協議

第１章 国際労働基準
1.中核的労働基準
1-1 中核的労働基準とはなんでしょうか？
1-2 結社の自由と団体交渉権の実効的な承認
1-3あらゆる形態の強制労働の撤廃
1-4 児童労働の実効的な廃止
1-5 雇用と職業における差別撤廃

2. ILO多国籍企業宣言とは
2-1  一般方針
2-2  雇用の促進と安定
2-3 訓練
2-4 労働条件・生活条件
2-5 労使関係


